
H23年  8月 4日 の会 緩和ケア領域 レジュメ

緩和ケア専門委員会委員長 江口研二

H22年 6月 に公表された厚生労働省がん対策推進基本計画中間報告書に報告されている分野別施策の個別目標に対する進
捗状況に基づき、患者・家族の療養における苦痛負担を軽減し、早期からの緩和ケアを実現するには、今後の具体的方策の

立案にあたり,下記のような事項に注目したい。

# 課題
1 すべてのがん診療に関わる医療スタッフに対してどのように緩和ケアを実践させるのか。
どのように緩和ケア研修を受講させるのか。

2 早期からの緩和ケアを療養の中でどのように実現するのか。
3 がん緩和ケアの地域連携をどのように活動させるのか。
4 患者・家族に関して緩和ケアも含めた利用しやすい相談支援体制を提供するためにどうすればよいか。

# がん緩和ケアの質的な分類
1)基本的緩和ケア  (すべての職種)
すべての医療者、介護者などがん患者・家族に接するスタッフが修得すべき内容 ―― コミュニケーション (対話法)、
共感的な態度、信頼関係の構築法、連携の認識・行動など

すべての医療スタッフに必要な技術 一― 症状スクリーニング、疼痛症状などのプライマリ対処方法、緩和ケア専門家ヘ
の紹介する適切な時期の判断、チーム医療の認識 0行動など



2)専門的緩和ケア  (医師、看護師)
1)に加えて、多職種チーム医療の指導と指揮 (適切なリーダーシップ)、 難治症状の対処方法、多職種に対する教育方法、
などを修得、実行できる

地域の中の他施設からのコンサルテーションにも対応する。

# 早期からの緩和ケアの推進に関する要望
I 診療体制と連携体制

緩和医療外来

人的リソースの配分 (拠点病院に専任医師・看護師) 外部からのコンサルテーション対応
資格看護師の相談外来 (拠点病院 2名ずつ )

緩和ケアチーム

人的リソースの配分 (拠点病院には専従医配属、教育担当スタッフ配置、サイコオンコロジス トを配置 )

院内各診療科との連携

退院前カンファレンスの徹底

割と診療報酬体系

ニーズの多様化に対応した緩和ケア病棟施設基準の見直し



がん患者カウンセリング料規程 見直し
早期からの、がん治療主治医+緩和ケアスタッフの併診体制を推進する

地域連携による緩和ケア体制

地域における定期ネットワーク会議 リーダー役
SW、 ケアマネ、福祉担当者、栄養士、リハビリ専門家等も含めて

顔の見える関係から日常の業務での声かけのできる関係づくり

病院スタッフの在宅緩和ケア研修による認識改革

既存制度の改善

介護保険・医療保険の使いやすさ

居宅の療養支援体制の強化――グループホームなどの施設 緩和デイケアなど機能
在宅診療看護の薬局なども含め制度的な改正

訪問看護ステーションの支援策  小規模多機能型事業所の支援
調剤薬局での薬剤切り替え相談などによる療養費低減の支援

薬剤師への指示書の簡素化

療養に関する情報共有

多職種チーム内で、患者の療養に関するリアルタイムの診療情報共有から、患者家族のニーズにあった迅速な対応

24時間体制の充実のために 情報インフラの整備



立生療養における診療協力

専門的緩和ケアを行う在宅緩和ケア専門診療所 (仮称 )

ドクターネットなどの診療協力体制

多職種チームのネットワーク構築

# 地域連携による緩和ケア Key words
現状で解決可能なこと

必要な機能と既存システムの活用  多職種 。多水準のスタッフ間で顔の見える関係 地域リソースの最大利用
退院支援プログラム  困ったときのコンサルテーション

現状で解決できないこと

自宅を希望しない患者の質の高い療養場所 より安価な介護力 在宅診療医師の偏在
豊かな死に関する国民的な合意  将来の方策策定のための定期的調査体制 (研究機関)

Ⅱ 療養に関する相談支援

地域連携相談支援センター

2次医療圏に一カ所 拠点病院、医師会、院外などに設置
相談看護師 2名以上 事務員 ボランテイア
地域包括支援センターとの役割分担あるいは相互乗り入れ

患者間のビアサポー トの組織づくりの支援
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ⅡI 教育研修
基本的研修の必修化

全国の臨床研修医     一_ 全ての新規医師  8000名
がん治療認定医機構  ――がん診療医師 (各診療科)2000名
一般看護師

基本的研修の対象を拡大  施設幹部   医療機関の取り組み 400名 (拠点病院)

受講しやすさ  受講時間の規程緩和
単位制、分割受講

当事者、医療機関にインセンテイブをつける

拠点病院要件、キャリアパス、認定 。専門資格に申請ポイント付与、診療報酬など

研修内容の改訂 実習プログラム導入  指導者講習会および PEACE講習会
拠点病院を主体とした実習施設、実習指導スタッフに対する支援必要

教材の増補・修正追加  (追加モジュール )
e‐learningによる補講、自己復習、小テス ト

卒前教育  医学部・看護学部・薬学部

学部で緩和医療講座の増設が必要



IV 地域緩和ケアに関する質的な評価

専門的緩和ケアの定期的な前向き全国調査による将来計画の効率化

緩和ケアに関する調査研究機関の助成

奎道重星呈立の狙互リイJヽセツッ ト

拠点病院に対して地域連携の活動を振興・質の担保
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平成 23年 8月 4日
「国会がん患者と家族の会」議員連盟御中

がん対策推進協議会委員

兼小児がん専門委員会委員長

原 純一

小児がん対策に関する予算要望について

5年前に制定されたがん対策基本法に基づき、がん対策基本計画が策定され、

がん診療連携拠点病院の整備など、がん対策は大きく進歩しました。しかし、

これらの計画には小児がん対策は事実上含まれておらず、この 5年間は小児が

ん患者とその家族、および彼らのケアに携わるものにとっては切歯拒腕の想い

で した。子 どもの笑顔はすべての人の心を和ませます。子どもたちの笑顔を守

り、すこやかな成長をはぐくむために、小児がん対策の充実を切にお願いする

次第です。

【小児がんとは】

小児がんとは、自血病、脳腫瘍のほか種々の固形腫瘍からなる小児期に多いが

んの総称で、成人のがんとは別の種類のがんです。発症数は年間 2000‐2500人

と成人がんとくらべると、はるかに少ない患者数ですが、各年齢層の小児の死

亡原因となる疾患の第一位です。小児がんの治癒率は高いですが、それでも 3

割の子どもはそのために命を落とします。小児がんは以下にお示 しするように

成人がんとは異なった背景を有しています。

1.転移があっても抗がん剤などで治癒が可能です。このように、小児がんで
は成人がんとは比べものにならないぐらい、抗がん剤が重要な治療手段で

す。

2.手術のほか、放射線治療と化学療法が重要ですが、これ らを最適の組み合
わせで用いることが必要で、高度な技術が要求されます。

3.が んが治ってもその後の人生が長く、社会に一定の影響を与えうる集団と
なります (最終的には 20歳代の 700人に一人は小児がん経験者となる)。

そのため、健常な成人として育つための援助や配慮が必要です。



4.

5.

6.

治療の影響でさらに別のがんを発症する確率が高く、また、後年、血管障

害などの成人病を一般より若年で発症しやすいという問題があります。こ

れを晩期合併症といい、大きな問題となります。

こどもはス トレスヘの適応能力が未熟であるため、疾患や治療による苦痛

などで容易に PTSDな どを発症し、その後の成長に悪影響を与えることが

あります。そのため、治療に際しては心理的ケアや療養環境の整備など、

特に配慮が必要です。

成長期の発症のため、治療を行いながら同時に教育を行い、成長を促すこ

とが必要です。

7.本 来、死んではならない年齢での死亡。患児のみならず、遺族 (両親、き
ょうだい)に大きな悲嘆をもたらします。

【小児がん医療の問題点】

1.発症数が少ないのにも関わらず、全国の約 200施設で治療が行われている
ため、年間数例の治療しか行っていない施設が大半です。そのため、各施

設で診療経験が蓄積されず、診療レベルが低い施設も多くあり、救うこと

のできる命が失われています。

2.治 療を受けるべき医療施設や治療法についての患者向け情報が乏しく、患
者にとって適切な選択が困難です。

3.希 少疾患であるため、自宅を遠く離れた施設での長期入院をしばしば要し
ます。そのため、きょうだいへの心理的負担や、家族全体の経済的負担が

大きくなります。

4.小 児がんは治癒 した後も、後遺症や晩期合併症 (疾患そのものによるもの
のほか、抗がん剤や放射線治療で生じるものがあります)や精神的問題に

対するフォローアップが必要ですが、その体制が整備されていません。

5.患 者数が少なく経済的に見合わないため、製薬企業による新薬の治験が皆
無に近い状況です。比較的、患者数の多い白血病では最近やっと 2件行わ

れましたが、小児固形がんの通常化学療法用の薬剤については皆無です。

適応のある薬剤は 1960‐ 1990年 に発売された極めて毒性の強い古い抗がん

剤 8成分のみです。成人がんではこの間に 20種類以上の抗がん剤が治験
を経て承認されています。このまま治験が行われないようなら人道的にも

問題です。

2



6.がん対策に必要な精度の高い小児がん登録が行われていません。地域がん
登録は小児がんには対応できていません。また、成人では数多く行われて

いる発がん要因を調べる疫学研究が、小児がん領域ではまったく行われて

いません。長期的視点に立った大規模疫学研究が必要です。

【要望】

今後、 5年間で別紙の図のような小児がん医療体制が確立されることを要望い

たします。その中で喫緊の課題は以下の通りです。

1。  (仮称)月 児ヽがん情報センターの設置を要望します。
小児がん患者とその家族の支援、および診療の質向上のための支援、政策

提言機能などを集約化した小児がん情報センターが必要です。以下の機能

を有することを想定しています。

(ア )小児がんについてのすべての情報 (疾患、診療施設、治療法、副作用

など)の収集と提供

(イ )患者とその家族に対する包括的支援 (相談用コールセンター、長期フ

ォローアップ支援、二次がん対策 )

(ウ )診療支援 (画像診断、病理診断、診療コンサルテーション、バイオバ

ンク)

(工)小児がんについての研究拠点、政策提言

(オ)小児がん登録事業、疫学研究の実施

2. (仮称)だ 児ヽがん拠点病院の設置の要望

診療のレベルを高め、さらに維持するためには患者の集約化が避けて通れ

ません。また、小児がん診療に必要な種々の職種を配置 し、設備を設置す

るためにも、一定以上のニーズが必要です。ひとりでも多くの小児がん患

者を救命し、さらに質の高い人生が送れるよう継続的に支援するために、

全国に数力所、高度な診療機能を有する小児がん拠点病院の整備が必要で

す。これらの拠点病院は成長を続ける子どもたちに適した療養環境整備や

支援する多くの職種の配置が必要です。具体的には以下の機能を有するこ

とを想定しています。

(ア )小児から思春期～若年成人のがんに対する専門的医療の提供体制を有

する
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(イ )小児がん患者を対象とした緩和ケア提供体制を有する

(ウ )晩期合併症対策のための長期フォローアップ体制を有する

(工)小児がんに精通した臨床心理士、医療保育士やソーシャルワーカーな

どのコメディカルの配置

(オ)プレイルーム、院内学級、遠方からの患者用の宿泊施設などの設備を

有する

(力 )患者相談機能を有する

(キ)医師、コメディカルに対する研修体制を整備している

(ク )地域医療機関や成人診療科との連携体制を構築している

3.小 児がん用薬剤の企業治験の推進
小児用薬剤の治験を推進するため、欧米のように小児適応を取得した薬剤

の特許期間の延長を認めるなどの制度整備を要望します。

以上



小児がん診療体制の今後の在リ について(再改ET案 )

地域連携

ネメ ワ¬タ
1意 見

申央

摯:初期診療においては必ず小児がん拠点病院で正しい診断を行い、その治療方針に基づき地域医療機関では対応可能な治療を提供し、フォローアップにおいては、拠点病院と
地域医療機関が連携しガイドラインのもとに地域で可能な診療を提供する。ただし、診療情報やフォローアップデータは全て拠点病院に報告し、小児がん情報センターに集積する。



厚生労働省所管 がん対策予算等の内容

1.放射線療法及び化学療法の推進並びにこれらを専門的に行う医師
等の育成

・がん診療連携拠点病院機能強化事業

1.要求要旨 (目的)
がん診療連携拠点病院において実施される、がん医療に従事する医師等に対す

る研修、相談支援センターでの患者等からの相談及び情報提供事業等を支援する

ことにより、地上或におけるがん診療連携の円滑な実施及び質の高いがん医療の提

供体制の確立を目指す。

2.事業内容
ア がん医療従事者研修事業
がんの専門的医療に従事する医師等の資質の向上を図るため、都道府県がん

診療連携拠点病院等を中lbと した研修を行う。

イ がん診療拠点病院ネットワーク事業
がん診療拠点病院間の密接な連携を図るとともに、総合的ながん医療情報の

収集、研修計画の調整等を行うため、都道府県がん診療連携協議会を設置する。

各医療機関の要請に応じてがんの専門医を派遣し、診療支援を行う体制の整

備や専門医等の養成研修期間中の代診医を確保することにより、研修に参加し

易い環境を整備する。

がん診療総含支援システムを国立がん研究センターと地万中核がんセンター

及び都道府県がん診療連携拠点病院に接続し、多地点テレビ会議システムによ

るメディカルカンフアレンス等を行うことにより、全国の研究・診療レベルの

施設 。地域間格差是正を図る。

ウ 院内がん登録促進事業
がん診療連携拠点病院における質の高い院内がん登録を促進するための支援

を行う。

工 がん相談支援事業
がん患者の療養上の相談、地1或のEII療機関の紹介等を行うため、相談支援セ

ンターを設置し、がん憲者及びその家族の不安や疑間に適切に対応できる体制

を整備する。

オ 地域のがん診療連携事業
がん憲者及びその家族の不安や疑間に適切に対応するため、がんに関する各

種情報の収集・提供及び小円子やリーフレット等を作成 。配布する。

力 病理医の育成事業
病理診断などの専門医師が不足している現状から、病理診断業務の軽減及び

若手EII師を専門医師として育成することが急務であるため、日本病理学会認定
施設において、専門病理医の育成及び病理診断業務の軽減を図るため病理診断
補助員の確保などを実施する。
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3.実施主体 がん診療連携拠点病院

4.補助先  都道府県、独立行政法人等
〔補助率〕 1/2、 定額 (10/10相 当)

(都道府県 :1/2、 独立行政法人等 :定額 (10/10相 当))

・がん医療水準均てん化の推進に向けた看護職員資質向上対策事業

1.要求要旨 (目的)
がんの医療水準の均てんイしに向け、がん医療を中核的に担っている医療機関に
おいて専 P目的な臨床実務研修を行うことにより、質の高いがんの専門的な看護師
の育成 。強化を推進するものである。これにより、がん診療機能を有する医療機
関の診療レベルの向上 。維持にも寄与するものである。

2.事業内容
ア 実施か所数  15か 所 (がんの診療拠点病院)
イ 実施期間   40日 間
ウ 定員     1か 所20人 x15か 所=300人

3.実施主体   都道府県

・がん専 P]医臨床研修モデル事業  【平成 22年度限りの刑罰

1.要求要旨 (目的)
「がん対策推進基本計画」(平成 19年 6月策定)において、放射線療法、化
学療法、病理診断医などの専門医師が不足している状況から、専門医師の育成が
重点課題とされており、若手医師を専門医師として育成することが非常に重要で
ある。

このため、がん診療連携拠点病院の中でも先導的役害」を担う都道府県がん診療
連携拠点病院において、より実践的に専門医師を育成することができる体制を構
築するためのモデル事業を実施する。

2.事業内容
各都道府県がん診療連携拠点病院において、病院の診療形態等に応じた育成プ
ログラムを作成し、若手EII師を対象に指導・教育を行い、がんに関する優れた専
門医師を育成する。

この各拠点病院における結果を基に、どのような育成プログラムが若手医師を
育成する上で効果的であるのか、国としての関与や支援がどの程度必要なのか等
を検証する。

3。 実施主体 都道府県がん診療連携拠点病院

4.補助先  都道府県、独立行政法人等 〔補助率〕 1/2
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2.治療の初期段階からの緩不ロケアの実施

・都道府県がん対策推進事業

1.要求要旨 (目的)
がん対策基本法 (平成 19年 4月施行)及びがん対策推進基本計画 (平成 19
年6月閣議決定)に基づき、各都道府県においては「都道府県がん対策推進計画」
を策定し、地域の実情等を踏まえた事業を実施することとなっている。

国の基本計画においても重点課題となっている「がん診療に携わる医師に対す

る緩和ケア研修」をはじめとして、相談支援体制やがん検診の実施体制等、各都

道府県において特に取り組みを強化すべき事業を効率よ<選択のうえ実施し、地
上或のがん対策を一層推進するための経費である。

2.事業内容
【都道府県がん対策推進計画等に基づ<事業 ly」】
。 がん診療に携わる医師に対して、厚生労働省が策定 t/た緩左ロケア研修開催

指針に沿った研修の実施
。 がん検診の実施体制の充実を図るため、休日受診体市」を強化する等の事業
の実施

・ 県内のがん患者における充足度を調査したうえで、これまでの情報提供内

容を充実
。 都道府県に新たに地上或統括相談支援センターを設置し、患者 。家族らのが

んに関する相談について、lb理、医療や生活 。介護など様々な分野に関す

る相談をワンス トップで提供する体制を支援

3.実施主体・補助率  都道府県 1/2

・がん医療に携わる医師に対する緩和ケア研1多等事業費

1.要求要旨 (目的)
緩不ロケアを治療の初期段階から実施できる体制を整備するため、全国47か所
において―般医師に対する緩禾ロケアの効率的な研修を実施する。

また、緩和ケアを行う医師への研修だけでなく、指導者の育成についても実施

することにより、今後、各所で実施される研修機会の増加を図る。

併せて、緩禾ロケアを実施している施設に対して、患者等における緩不ロケアの理

解等を一層深めるための働きかけを行う。

2.事業内容
各都道府県の一般医師 (40人/回 )に対してワークショップ形式による研修
を3回実施するとともに、緩禾ロケアに専門的に取り組んでいる医師 (60人 /
回)に文」して 2回の研修を行う。
また、緩禾ロケアに対する理解等を一層深めることを目的として映像やバンフレ
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ットを用いるなどしてシンポジウム等 (5回 /年)を開催する。

3.実施主体  特定非営禾」活動法人日本緩和医療学会 (委言モ費)

・訪 間看護推進事業

1.訪問看護に関する相互研修 。相互交流
(1)訪問看護事業所の看護師の研修
訪間看護事業所の看護師が医療機関で行われている最新または高度な医療
処置 。看護ケアに関する矢□識や技術を身につけるための実技演習、集合講習
等を行う。

(対 象経 費 )賃金、謝金、旅費、印届」製本費、消耗品費等
(実施か所数)20か 所

(2)医療機関の看護師の研修
医療機関の看護師が訪問看護の現場に赴き、在宅医療移行に向けてのケア
の視点や退院支援、地域連携に関する矢□識を養うための研修を行う。

(対 象経費 )賃金、謝金、旅費、印刷製本費、消耗品費等
(実施か所数)20か 所

(3)訪間看護事業所間の相互交流
他の訪間琶護事業所の看護師との相互交流により、お互いの矢□識や技術を
共有し、向上するための研修を行う。

(対 象経 費 )賃金、謝金、旅費、 E口届」製本費、消耗品費等
(実施か所数)20か 所

2.在宅医療普及事業
在宅医療及び訪間看護の役害」を地域に浸透させるためのフォーラム・講演会等
の開催や、パンフレット等を発行することにより、その普及を図る。

(1)フ ォーラム等開催経費
(対 象経 費 )賃金、謝金、旅費、印届」製本費、消耗品費等
(実施か所数)12か 所

(2)普及啓発バンフレット作成等経費
(対 象経費 )賃金、報償費、旅費、印届」製本費、消耗品費等
(か 所 数)12か 所

3.がん登録の推進、がん医療に関する相談支援及び情報提供体制の
整備

l都道府県がん対策推進事業

1.要求要旨 (目的)
がん対策基本法 (平成19年 4月施行)及びがん対策推進基本計画 (平成19
年6月閣議決定)に基づき、各都道府県においては「都道府県がん対策推進計画」
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を策定し、地 1或の実情等を踏まえた事業を実施することとなっている。

国の基本計画においても重点課題となつている「がん診療に携わる医師に対す
る緩禾ロケア研修Jをはじめとして、相談支援体市」やがん検診の実施体市」等、各都
道府県において特に取り組みを強イヒすべき事業を効率よ<選択のうえ実施し、地
上或のがん対策を一層推進するための経費である。

2.事業内容
【都道府県がん対策推進計画等に基づ<事業 lp」】
。 がん診療に携わる医師に対して、厚生労働省が策定した緩不ロケア研修開催
指針に沿った研修の実施
。 がん検診の実施体市」の充実を図るため、休日受診体制を強化する等の事業
の実施

・ 県内のがん患者における充足度を調査したうえで、これまでの情報提供内

容を充実
。 都道府県に新たに地域統括相談支援センターを設置し、患者・家族らのが
んに関する相談について、lb理、医療や生活 。介護など様反な分野に関す
る相談をワンス トップで提供する体制を支援

3.実施主体・補助率  都道府県 1/2

・がん総合相談に携わる者に対する研1タプログラム策定事業

1.要求要旨 (目的)
都道府県に新たに地上或統括相談支援センターを設置し、患者 。家族らのがんに

関する相談について、′b理・生活・介護など様々な分野に関する相談をワシスト
ップで提供する体制を構築するにあたり、がん患者又はその家族の方が行うピア
サポーターなどの相談員に対し、相談事業に関するスキルを身につけるための研
修を実施し、全国における相談事業の均てんイヒを図るため、これまでがん患者や
その家族に対する相談支援事業を行ってきた財団法人日本対がん協会における蓄
積されたノウハウを活かし、研修プログラムを策定するための経費を要求するも
のである。

2.事業内容
がん患者又はその家族の方が行うピアサポーターなど、がんに関する相談員に
対し、がんに関する相談事業に必要なスキルを身につけるための、研修プログラ
ムの策定を行う。

3。 実施主体  財団法人日本対がん協会
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4。 がん予防 。早期発見の推進

・女性特有のがん検診推進事業

1.要求要旨 (目的)
女性特有のがんについては、検診受診率が低いことから、これまでがん検診受

診することのなかつた方長にも、がん検診の重要性等についての理解を促進し、

今後の継続的な受診を促し、がん検診の受診率を5年以内に50%以 上とする目
標を達成するために必要な経費である。

2。 事業内容

従来、地方交付税措置されているがん検診事業に加え、受診勧奨事業方策の一
つとして、一定の年齢に達した女性に対し、市区町村が行う女性特有のがんであ
る子宮頸がん及び乳がんについて、検診の無料クーポン券と検診手帳を配布す事
業に対して補助金を交付する。

3.実施主体 。補助率  市区町村  1/2

・働 <世代 への大腸がん検診推進事 業

1.要求要旨 (目的)
大腸がんは、罹患数 (男 :57,078人、女40,977人 )、 死亡者数 (男 :23,5
92人、女 :19,762人 )とも我が国に多いがんであり、大腸がん全体の治癒率
は約7害」、早期であれば100%近 <完治するが、無症状の早期に発見することが
必要不可欠であり、そのための手段として、がん検診が非常に有効とされている。
しかしながら、我が国のがん検診受診率は、諸タト国に比べて低 <、 未受診の理
由としては、「面lllだから」、「 B寺間がない」、「受診場所まで遠い」といった理由
が多く、また、「検査に伴う苦痛などに不安がある」、「検診を矢□らない」など、
検診に対する誤解や不勉強がある。

そこで、一定の年齢に達した方全員に大腸がん検診の無料クーポン券等を送付
し、がん検診の重要性及び検診方法を理解していただ<とともに、受診希望者に
大腸がん検査キットを直接送付など、がん検診を受けやす<することにより、大
腸がん検診受診率の向上を図り、大腸がんが疑われる者に対しては、精密検査に
つなげるような体市」を構築する。

2.事業内容
40歳から60歳までの5歳亥」みの方に対して、市町村が大腸がん検診の無料
クーポン券等を送付し、がん検診の重要性等を理解していただ<とともに、受診
希望者に大腸がん検査キット等を直接送付など、がん検診を受けやす<し、大腸
がんが疑われる者に対しては、精密検査につなげるような体制を構築するため、
市町村が実施する大腸がん検診推進事業に要する費用の一音3を新たに助成する。
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3.実施主体・補助率  市区町村 1/2

・がん検 診 受診率分析事業委託費

1.要求要旨 (目的)
「がん対策推進基本計画」において、がん検診受診率を平成23年度末までに
50%以 上とする数値目標が掲げられているところである。
現在、がん検診の受診率のl巴握については、国民生活基礎調査によってベース
ラインが設定されているところであるが、当該調査は3年ごとの調査のため、平
成22年度に実施する調査が最新のデータとなり、基本計画で定められた平成2
3年度末におけるがん検診受診率の状況を把握する方法がないことから、達成状
況を把握するとともに、その結果を踏まえ、今後の課題等を検討するために必要
な経費である。

2.事業内容
がん対策推進基本計画に掲げられた、がん検診受診率を平成23年度末までに
50%以 上とする数値目標の達成状況を把握するとともに、今後の課題等を検討
するための事業を実施する。

3.実施主体  民間 (委託費)

。がん検診 受診率向上企業連携推進事業

1.要求要旨 (目的)
平成 J9年 6月に閣議決定された「がん対策推進基本計画」の重点的に取り組
む課題として、「がんによる死亡者の減少 (がんの年齢調整死亡率 (75歳未満)
の20%減 少)」 が掲げられている。この課題を着実に達成するためには、がん
医療の均てん化、たばこ対策と並んでがん検診受診率を欧米なみに50%以 上に
引き上げることが重要となつているが、平成 19年の国民生活基礎調査によると、
男女別がん種別で見た場合、 20～ 30%程 度となっている状況である。
また、平成 19年度～20年度にがん対策情報センターにおいて「がん検診受
診率 50%に 向けた取組」に⊃いて行われた検討結果によると、市町本」における
がん検診の受診率の向上策に加え、企業の自発的ながん検診の受診率を向上させ
る取り組みを促すことが重要であるとされている。

このため、「年間30万人の国民が、がんで亡 <なっている」、「生涯のうちに
がんに罹る可能性は男性の2人に 1人、女性の 3人に 1人である (厚労省研究班
推計 )」、「がんは「国民病」と0乎んでも過言ではない状況にある」といった基本
的な事項について、国主導のもと、企業の責任者に理解してもらい、その上で、
企業イメージの向上、マーケティングの観点及び企業の職員の福不」厚生面から、
本施策の推進に賛同、協力する■

~業
に参画を促すための働きかけを行うために必

要な経費である。

2.事業内容
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企業におけるがん検診の受診率の向上のための取り組み誘発するために、より
効果的な企業を選定し、その企業への働きかけの方法などを企画立案する実施本
部を設置する。また、その実施本部からの企業に対する当該事業の参画を促する
ため、必要な情報提供や説明を行うとともに、その事業評価及び協力した優良企
業の活動状況の公開を行う。

3.実施主体  国

5.がん医療水準均てんイしの促進

・がん診療施設情報 ネ ッ トワーク事業

1.要求要旨 (目的)
「がん診療総含支援システム」を国立がんセンターと地方中核がんセンター (全
国がん (成人病)センター協議会の構成施設)及び都道府県がん診療連携拠点病
院に接続し、多地点テレビ会議システムによるメディカルカンファレンス等を行
うことにより、全国の研究・診療レベルの施許 地上或間の格差是正を図る。

2.事業内容
「がん診療施設総含支援システム」を国立がんセンターと地方中核がんセンタ
ー及び都道府県がん診療連携拠点病院に接続する。

3.実施主体  地方中核がんセンター及び都道府県がん診療連携拠点病院
〔補助率〕  1/2

・がん対 策評価 ・翁析経費  【平成22年度限りの予算】

1.要求要旨
「がん対策推進基本計画」の基本方針において、がん患者を含めた国民の視点
に立ったがん対策を実施していくことが掲げられている。このような対策を実施
するためには、現在のがん対策について、政策評価に加え、がん患者や家族 (以
下「がん患者等」という。)といったがん対策を真に必要とする立場から評価を
受け、その結果を分析することにより、がん患者等にとって真に必要ながん対策
を確認し、今後の施策を検討していくもの。

2.事業内容
がん対策について、がん患者等から評価を受け、その分析を行い、現在のがん
対策のうち継続すべき事業や新たな課題等について検討を行う。

3.実施主体  特定非営不」活動法人日本医療政策機構
(委託費 )
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6.がんに関する研究の推進

。第3次文」がん総含戦略研究経費

。難病 。がん等の疾患分野の医療の実用化研究事業
〔事業内容〕
がんの先進的な早期診断の実現のため、バイオマーカーを用いた新たな画像診断技術
の開発を推進すると共に、新たなIPS技術を応用し、固形がんに対するがん幹細胞の死
滅を可能にする革新的治療技術の開発を行うなど、がんに負けない健康長寿社会の実現
に資する研究を強力に推進する。

7。 独立行政法人国立がん研究センター運営費交付金

・独立行政 法人 国立がん研究セ ンタ ー運 営費交付金

〔事業内容〕

独立行政法人国立がん研究センターの事業運営に必要な経費について交付金を
措置するもの。
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H23_8_4

厚生労働省所管 がん対策予算と執行状況について
平成 22年度予算額   平成 22年度執行額   平成 23年度予算額
31,604百 万円 → 31,402百 万円 → 34,335百 万円

平成 19年 6月 に閣議決定されたがん対策推進基本計画を踏まえ、放射線療法・化学療法の
推進、専門医等の育成、がん予防 口早期発見の推進など、がん対策を総合的かつ計画的に推進
し、がん対策の一層の充実を図る。

放射線療法及び化学療法の推進並びにこれらを専門的に行う医師等の養成

平成 22年度予算額    平成 22年 度執行額    平成 23年度予算額
4, 282百 万円  -  3, 974百 万円  ―〉  3, 620百 万円

・がん診療連携拠点病院機能強化事業
3, 431百 万円 →  3, 429百万円 →  3, 430百 万円

・がん医療水準均てん化の推進に向けた看護職員資質向上対策
69百万円 →     69百 万円 →     30百 万円

・がん専門医臨床研修モデル事業 (平成22年度限りの経費)
404百 万円 →     368百 万円

治療の初期段階からの緩和ケアの実施

平成 22年度予算額    平成 22年度執行額   平成 23年度予算額
621百 万円 →    422百 万円 →     384百 万円

・都道府県がん対策推進事業 (緩和ケア部分 )
258百 万円 →      86百 万円 →     118百 万円

・ が ん 医療 に 携 わ る医師 に対 す る緩 和 ケ ア研 修 等事 業

138百 万円 →     138百 万円 →     136百 万円
口訪 間 看護 推 進 事 業

38百 万円 →      38百 万円 →      28百 万円

がん登録の推進、がん医療に関する相談支援及び情報提供体制の整備

平成 22年度予算額   平成 22年度執行額   平成 23年度予算額
682百 万円 →    227百 万円 →    871百 万円

・都道府県がん対策推進事業 (緩和ケア研修を除く)
682百 万円 →     227百 万円 →     823百 万円

・がん総合相談に携わる者に対する研修プログラム策定事業費 (平成23年度新規事業)
49百 万円

-1-



がんの予防及び早期発見の推進

平成 22年度予算額   平成 22年度執行額   平成 23年度予算額
10, 626百 万円 →  11, 572百 万円 →  13, 836百 万円

・女性特有のがん検診推進事業

7, 574百万円 →  8, 630百万円 →  7, 217百万円
。働 く世代への大腸がん検診推進事業 (平成23年度新規事業)

4, 081百万円
・がん検診受診率分析委託事業 (平成 23年度新規事業)

65百万円
口がん検診受診率向上企業連携推進事業

140百 万円 →     140百 万円 →    126百 万円

がん医療水準均てん化の促進

平成 22年 度予算額    平成 22年 度執行額    平成 23年 度予算額
456百 万円 →     213百 万円 →      84百 万円

口がん診療施設情報ネットワーク事業

159百万円 →    117百 万円 →     84百 万円
。がん対策評価 口分析経費 (平成22年度限りの経費)

19百 万円 →      19百 万 円

がんに関する研究の推進

平成 22年度予算額   平成 22年度執行額   平成 23年度予算額
6, 134百 万円 →   6, 191百 万円 →  6, 785百 万円

口第 3次がん総合戦略研究経費
5, 806百 万円 →   5, 862百 万円 →   4, 635百 万円

・難病・がん等の疾患分野の医療の実用化研究経費

(平成 23年度新規事業)
1, 400百 万円

独立行政法人国立がん研究センター

平成 22年度予算額   平成 22年度執行額   平成 23年度予算額
8, 803百 万円 →   8, 803百 万円 →   8, 755百 万円

・独立行政法人国立がん研究センター運営費交付金

8, 803百 万 円  →   8, 803百 万 円  ―) 8, 755百 万 円
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経済産業省における主ながん対策関連予算について

×上記の他、平成22年度一次補正予算により、計630億円を前イ到し・加速化して

○がん超早期診断・治療機器総合研究開発プロジェクト
6.8億円 (12.2億円)

平成22年度補正予算額 21億円

最適ながん対策を実現し、患者の生活の質の向上を図るた

め、微小ながんを発見し、がんの特性を正確に把握することで

最適な治療を実現するべく、

(1)高精度な画像診断、病理診断、血中がん分子・遺伝子診
断に係る医療機器
(2)最小限の切除で確実な治療を実現する診断・治療一体型
の内視鏡下手術支援システム、微小ながんを高精度に治療

する放射線治療機器を開発する。

○課題解決型医療機器の開発・改良に向けた病院・企業間の

連携支援事業
10.0億円 (新規 )

平成22年度補正予算額 30億円

我が国の医療の向上と、ものづくり産業の持続的成長を図る

ため、医療機器に対する課題やニーズを有する医療機関と、優
れたものづくり技術を有する中小企業等との連携を支援し、文

科省、厚労省と連携して医療機器の開発・改良を促進する。

()内は平成22年度予算額

6.2億 (25.5億円)
平成22年度補正予算額 12億円

先進医療技術を創出するために、医療現場のニーズに基
づき、多様なバイオ技術など基礎・基盤研究の成果を融合し、

円滑に実用化につなげる技術開発 (橋渡し研究)を推進。研

究開発テーマは、創薬技術、診断技術、再生・細胞医療、

治療機器の 4分野が対象。

3創薬に向けた支援技術  166億円 (328億円)

○後天的ゲノム修飾のメカニス
・
ムを活用した創薬基盤技術開発
2.4億円 (3.2億 円 )

がん等の疾患に関与する後天的ゲノム修飾を解析する技術
や疾患との関連づけにより診断の指標を特定する手法の開発
等を行い、診断技術開発や医薬品開発の効率化に貢献する。

○ゲノム創薬加速化支援バイオ基盤技術開発
14.21意円 (15.7億円)

がん等の病気の仕組みを分子レベルで詳細に解析し、新薬

候補物質を探索・評価する基盤技術を開発し、治療薬の開発に

貢献する。

○基礎研究から臨床研究への橋渡し促進技術開発



文部科学省におけるがん対策について
平成 23年度予算額 : 197億 円※1
(平成 22年度予算額 : 172億 円)

戦略目標 :我が国の死亡原因の第一位であるがんについて、研究、予防及び医療を総合的に推進することにより、
がんの罹患率と死亡率の激減を目指す。

がんの本態解明

・科学研究費補助金

主として研究者がグループを組んで研究を

推進する「領域研究」の分野で、がん研究に関

する知見を得るための研究を支援。

(予算額 :2,633億 円の内数)

ん等克服のための

・橋渡し研究加速ネットワークプログラム【新規】

がん等の重大な疾患に対する有望な基礎研究
の成果を着実に実用化させ、国民へ医療として定
着させることを目指し、開発戦略や知的戦略の策
定、試験物の製造などの支援を行う。

(予算額 :30億円)

・分子イメージング研究戦略推進プログラム

分子イメージング技術について、創薬プロセス

の改革、疾患の診断技術等への活用に向けた実
(予算額 :5億円)

・オーダーメイド医療の実現プログラム

世界最大規模のバイオバンクを活用し、がん
の発症リスクに関連する遺伝子特定等を推進。

(予算額 :16億 円

戦略的がん研究

・次世代がん研究戦略推進プロジェクト

【新規】
革新的な基礎研究の成果(有望シーズ)を
厳選し、ゲノム情報に基づいた創業を通じ、
臨床応用を目的とした研究を加速する。

(予算額 :36億円)

革新的ながん治療法等の研究開発

・放医研におけるがん治療研究等

「重粒子線がん治療法」等の開発を推進。

(予算額 :72億円
※2)

・粒子線がん治療に係る人材育成プログラム

専門知識等を有する人材をオン・ザ・ジョブ・ト
レーニング等で育成。 (予算額:07億円)

・国立大学法人運営費交付金の確保
大学におけるがん治療研究等を推進。

(予算額 :18億円)

※2:平成23年度予算額72億円
の中には、施設運営費
45億円が含まれる。

大学におけるがんに関する教育・診療

大学病院における取組

がんセンター等の横断的にがん治療等を行う
診療組織の設置等による診療の充実

がんプロフェッショナル養成プラン

がん医療の担い手となるがん専門医師及びがん
に特化した医療人の養成を行うための大学の取

組みを支援       (予 算額 :20億円)

医学 部 教 育 にお ける取 組

「医学教育モデル・コア・カリキュラム」
に基づくがんに関する教育の実施

※ 1:平成23年度予算額 197億円の他に科学研究費補助金 (予算案2,633億円の内数)によるがん研究がある。



平成23年度予算額 :3.600百万円
【新規】

○ がんは日本国民の最大の死亡原因。現在では 3人 に 1人、
近い将来国民の半数が、がんにより死亡すると予測。

○ 国内の基礎的がん研究の優れた成果が、バイオベンチャー
の不在等により、次世代がん医療の開発に生かされないた
め、①日本発の医薬品が上市されず欧米企業の医薬品が世
界市場を席巻し、②日米の基礎研究に対する公的投資の格
差が拡大しており、研究開発の失速、研究人材の散逸、国

際競争力の低下、がん克服に向けた展望の途絶などが懸念。

次世代がん医療創生研究HQ
・研究方針の決定
・プログラム全体のマネジメント
・国内外のがん研究動向調査
・ステークホルダーを含めた会議の開催
・各チームが共有する研究支援基盤の整備

革新的がん医療シーズ育成グループ

ex革新的な新規分子標的
一分子標的としての有用性の確認、これに対
する阻害剤等の化合物の探索、実験動物の機
能解析系における検証等の一連のプロセスを一

体的に推進する複数のチームを結成

がん臨床シーズ育成グループ
ex新規バイオマーカー
ーヒトがん発生・進展の分子機構に対する深
い洞察に基づき設定される幾つかの研究テー
マの下に、国内の臨床研究者を結集した複数
のチームが、リバースTR研究を推進

がん薬物療法の個別適正化プログラム

ファーマコゲノミクスの成果の臨床応用に向

けた取組を推進
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○ 限られた資源を社会的なニーズの高い、膵がん .月市がん・肝がんをはじめとする

難治がんに集約し、世界をリードする研究領域 研究者へ戦略的に重点配分

○ 革新的な基礎研究の成果 (有望シーズ)を厳選、戦略的に育成し、臨床研究
へと研究を加速。

簡便、高精度かつ非侵襲な早期診断法の開発
再発・転移を抑える画期的な治療法の開発
革新的ながん根治療法の開発

概要・実施体制

関連する外部

の研究基盤と

治

験

17]
医
 )信
療

等

関連する外吉「
の研究基盤と

協力・連携畑 腱 盤
三E12」 皿  図  

モ

"慟
物
|>



放医研が世界に先駆けて有用性を立証した炭素線がん治療の可能性と意義について検討し、重粒子線を使つてがんをより安全・確実に治癒に導く方
法の確立・高度化を目指すともに、重粒子線がん治療普及に関する国際的拠点として、以下の取組を行う。

(関連施策 :「第3次対がん10カ年総合戦略」、「がん対策推進基本計画」

・新たな臨床試験による適応対象がんの拡大
・最新画像の治療への応用
・データベースの整備、解析機能の充実
・臨床データの生物物理学的解析
・新たな臨床試験提案の根拠となる基礎研究

・放射線治療の適応選択、効果/リスク予測
(オーダーメード医療)の検討

・スキヤニング照射のさらなる高度化
・回転ガントリーを用いた多門最適化照射法
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増減のポイント
・次世代重粒子線治療システムの開発研究 (+174百万円)
。重粒子線治療の効果を最大限に引き出すため、治療対象の拡大と適応
の明確化に向けた研究に特化し、効率化を図る (△ 168百万円)
。国際競争力強化のための研究開発の推進 (+42百万円)

<外 特別枠要望100百万円>
。新治療研究棟の整備に伴う運営費の増 (+44百万円)

5年後の達成 目標 :

0より患者の負担の少ない治療法の確立、標準化
O重粒子線がん治療の適応の明確化
0重粒子線がん治療装置および治療法の世界標準化



がん体験者の就労と雇用

(2008年 3月 )

2008年 3月に22日間のwebアンケートをもとに実施、回収数403
人、主な年代40代/479%、 女性9割、部位は乳房が約7割

資料提供 :一般社団法人CSRプ ロジェクト 理事
桜井 なおみ

働き世代とがん

15… 19 20-24 25-29 30-34 35-30 40-44 45-40 50-54 55-59 60-64
歳 歳 歳 農 歳 歳 歳 歳 歳 歳
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画期的に伸びた近年のがん医療

医療の進歩により、がん治療は最も生存率

が向上し、部位による差はあるが5年相対
生存率は54%になつている。がんの統計'10

“がん"は、がん体験者が社会の中でどの
ように自立、適応してい<かが課題になつ
ている。

1。 雇用継続の難しさ

4人に3人は「今の仕事を続けたいJと希望

しかし、3人に1人は診断後に異動・転贈

診断された時点で「これまで
の仕事を続けたい」と回笞し
たのは759%の306人。

雇用継続を希望した人のうち
95人 (310%)が診断後に
転職。うち、解雇14人、依
願退職者23人、廃業8人

仕事継続への意欲

仕事を継続するうえで、が
んが大きな障害になつてい
る実態が浮き彫りに。・・

.●
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性別・年齢別がん罹患者数



2.収入の減少
4割は診断後に収入減

転職者に限ると6害」が収入減

診断後の収入は、387%
156人が「下がつた」と回笞。
ぼ半数の202人 (50」 %)
は「変わらない」、「上がっ
た」は45人 (11.2%)。

診断後に仕事が変わったと回
答した人 (149人)に限ると、
収入が下がつた害」含は60.4%
(90人)にもなる。

|□ 下がつた■上がらえご変わらない1

がん罹患が患者の収入を減
らす要因になっている。

3。 患者たちの声
・がんと付き合いながら仕事ができるよう、労働

時間に柔軟性を持たせること
,休
8限を取得しやすしヽ労働環境づくり

・行政には雇用倶」ががん患者の就労を支援しやす
い社会的な制度・システムの整備を要望

要望が多かつた主なテーマ
体暇・休1哉    73件
労働時 FB5

収入 医療貴
就職 再就Π働
病気への理解

行政の支援体制  19イ牛  |

死亡による逸失利益は、年齢階級Я」のがん死亡数に、がん死亡年齢から余品までの霞

金稼得額を乗じて求めた。 (「本邦におけるがん医療の適正化に関する研究J(平成18年度、
主任研究者 :山□建 県立静岡がんセンター総長〉より)

541牛

261牛

16件
591牛

参考資料

◆勤務 B寺間の短縮 59.3%
◆上司・同僚の理解 53.4%
◆長期の体暇市J度 48 6%
◆柔軟/~3配置転換 42.8%

(複数回答 )

NHKヽ 合 クローズアップ現代子がんとともに(2), N‐ 12∞
2000年 7月

'8日
データ無 H CSRプ ロジェクト

がんによる損失損益の大きさ

死亡による逸失利益 6.8兆円

〇.5兆円

2.3兆円

受療による逸失利益

医療費

兆
12

10

8

6

金 4

額

^2
円
マ 0

目がん死による逸失利益

1受療による逸失利益

□年間の医療費

回

□̂ 計 9.6兆円
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添付資料 2

がん罹患が及ぼす家計への影響調査

(2010年 6月 )

資料提供 |一般社口法人CSRプ ロジェクト 理事
桜井 なおみ

アンケート実施概要
。実施期間 :2010年6月 1日～7月 16日
・集計方法 :インターネット (188件)、 紙ベース (667件 )
・合  計 :8551牛

部位

ψル  ※多・
がんを含む

バ●

・ 女性が80%、 年齢は30-70歳で85%
・ 部位は手L房56%、 次いで子宮、肺、大腸の順

端
　
　
縮

1)仕事の継続
・ 全体の21%が依願退職、解雇、廃業。体職 。休業を含める
と30%が仕事に影響を受けている
・ 就労者では24%が依願退職、解雇、廃業。休職・休業を含
めると34%が仕事に影響を受けている。

X●表の‖労者は、田奎全体の回雷取 (郎名)のうら、0●II:2∝～69a、 ②嗜業主婦、学生 年金受綸者、無鳳を除く
X分析対●者の有効回答取:770g
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2)がん罹患による収入の変化②-2

0

0

定期的な収入があつた20歳～69
歳に限ると、動 減収

男性80%、 女性64%が減収
平均年収減少率は36%

|

N=516

※―篠分市を使定して各年収レンジの中央値を用いて,出 した機tt値



3)個人事業主への影響
・ がん罹患により事業へ影響があつた人は720/O

・ 勁 取引先との関係に影響

がんに罹患したことによる
菫螢への影響

がんに罹憲したことによる
Wヨ l生ため薗係への影響

●lt彗わ
:ヨ%

卿

け

“

餞▲

"ラ
1員

なっr.

13%

豪全体回薔数 い 3)のうち、日入事業主のみを抽出、対象年齢は限定していない

4)生活への影響
全体の53%(就労者 :58%)が<がんと診断された事で
家族 。家計 。生活に悪い影響があつた>と回笞

がん罹患が家庭全体に及ぼす影響は大きい

※も表の

“

労者は、膊
=全
体の口雷数 G^略 )のうち.0年6:20●‐ 9a.oo準主婦、学生、年金受お者、無疇を除く

※分析対象者の有効口雷n598名

体
〓^　細い

就労者

未回答

■具体的な影響の内容

全体の58%(就労者 :56%)が生活を切り詰めている他、
進学変更や転居、住宅取得を諦めたなど

<③その他>の全体回笞者 (139人)の中には、<治療変
更 。中止>が11人含まれる

●′晨喘がflⅢⅢ

"あ
た

_1ヽ、

麟
駄

●P■■■口■■
●t    ｀ヽ

・
“
  `… した

●転3L●

狂も,の

“"者
は、口嗜全体の回雷,い 3)のうな 0年齢 :200～ 69●、00業主婦、学生、年金受鮨者、無口を踪く

X分析対締 の有効口苦鮮 453名

5)治療万法への影響
・ 治療方法を変更

。中止したのは、全体の8～ 9%
・ 生活費を切り詰め、治療費を捻出していることが推察される

鉢
　
　
蓄

た療方″〔
=更した

ち

_:螢■を中止Lた

Xも長の就労者は、田査全体の回8数 (aヽ名)のうち、O●齢 :20歳 -69蔵、00業主婦、学生、年金難 者、無口を除く

X分析対象書の有効回答散 :3498



韓国 (コ ーホー トスタディ)

非常に厳しいがん患者の就労 (30-47%が」OB―loss)

肺がん、血液がん、脳、肝臓などは早いB寺点で離職。
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海外での動向

資料提供 :一般社団法人CSRプ ロジェクト 理事
桜井 なおみ
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・多<のがん患者は復職したいし、できると思つている。
・患者のQOL向 上の視点からも<就労>の意義はある。
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ACSと LI∨ESttRONG
世界の全死因の中でも、

がんがもっとも破滅的な経済的影響があり、

世界経済に毎年 1兆 ドル近い損失を与えている

2008年の若年死と障害による経済的損失は、1兆米ドル弱
に上りました。がんが原因の経済的損失(8950億米ドノいは

、経済的損失の原因では第21立のlb臓病(7530億米ドノblより
20%近く高くなつていますこの分析には、直接的な医療費は
含まれていません。医療費を含んだ場合、がんによる経済損

失はさらに増大し、経済的損失は21音になると見られていま

す。死亡しなかつた場合の余命年数と生産性から見た国家経

済への損失は、HIV/∧lDSや他の感染症を含む全死因の中で

も、がんが最大となつています。     剤an..cへ Au9 1,2● 0

米国AmettCans with Disabilities Act(ADA)

障害を持つアメリカ人法
● 1990年、連邦法で障害による差別を禁止する適用範囲の広い公民権法。

ン 1964年の公民権法は、人種、肌の色、信任日、性別または出身国による差別を非
合法としており、障害は入つていなかつたことから、1990年に障害者に対する
保護を規定する同法が成立。ただし、てんかん、筋ジストロフィー、がん、糖尿

病、および脳性まひなどの重い疾病にかかっている人々ま∧DAに基づく障害の定
義には該当しないと当B昔規定されていた。

>その結果2∞4年には、ADAに基づき雇用差別を主張した訴訟の970/Oが、原告
倶」の敗訴に終わり、その多く|ま、障害の宇義の解釈が理由であったことから

2008年に改正法が議会を通過し、2009年から施行されている。
レADA法におしヽてがん経験者に対しては、企業側が行う<含理的配慮>と して、が
ん経験者を含め、下記の事項をあげている。

【合理的配慮義務】

1応募における配慮
2就労環境における配慮
3福利厚生に関する配慮

米国The Family&Medical Leave Act(FMLA)
家族 ,医療休暇法 (障害職員の体暇・職位の保障)

●「深亥」な健康状態 (senous health condtion)」 の解釈について変更

が入り、2008年 11月 17日米国労働省が最終版規員」を公布。2009
年1月 16日から実施された。

>B吉間単1立でもフレキシブルに確保できる12週間の体珊制度 (無給)

ンFMLA取得者の復職0吉における雇用 (採用)差 B」の禁止 (がん経験者を含

めた復帰後の社会的地位、給与、労務環境整備の保証)

>「責務軽減 Oight duty)」 措置の実施

●「深亥」な健康状態」の解釈の変更

o連続3営業日以上就労不可能で2回以上の医療機関通院を伴う場合、この
2度の通院は就労不可能な日から30日間以内であること。

o定期的な医療機関への通院を必要とする場合、「定期的」とは最低1年に

2回以上とする。

霊
〓
〓
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日本の雇用戦略

資料提供 :一般社団法人CSRプ ロジェクト 理事
桜井 なおみ



日本の労働力人□を増やすための施策がなされていますが、
疾病患者は含まれていません。

企業には助成もつかず、雇用能力開発も受けられません。

臥 口 (lZ諏万力      (126275Al
労働力人口
“
4oA鵬 島爵樹:版オリ島融 1躙

労働市膝の参加   労壼市場への歩加
が進まないケース   が選むケース

労働市場へObl
が選まなt｀ケース

20“年

出奥 :'これからのBrB戦略」0妙 労働政策研究‐研修綺籠

WHOの勧告などもあつて、障害者雇用は大きく伸び
ています。しかしながら元長の雇用市場が小さく、限
界がやつてきてきます。

Min suv。 I Health′ Labour and Welね re′ l junc 2010

添付資料5
障害者領域は生活保障制度の個別立法がたくさんあり
ますが、がん領域は基本法意外に全くありません。

・ 障害関連の
法体系

がんと就労に関する日本の条例

資料提供 :一般社団法人CSRプロジェクト 理事
桜井 なおみ



がんと就労問題の法制イヒヘの動き

がん経験者、家族の声を受け、がん罹患と就労に関する条例が

生まれ始め、今春には京都府、秋田県、大分県、群馬県、大阪

府の5つの自治体で制定された。
しかしながら、罰貝」規定などはないため、事業主の意識はまだ

低い状況。

例)京都府「第6条 事業者の役割」

「従業員ががん患者となった場合に、当該従業員が勤務を継続

しながら、治療し、叉は療養することができる環境」「従業員

の家族ががん患者となった場合に、当該従業員が勤務を継続し

ながら、当該家族を蕎護することができる環境」
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添付資料 6

資料提供 :一般社回法人CSRプロジェクト 理事
桜井 なおみ

がん経験者が<仕事に復帰する理由>は男女と
もに「生活の維持」と「社会や人との接点を持
ちたい」が半数以上を占めている

。男性では■立に「これまでの仕事の経験を活かしたいJと「仕事をすることは当たり記 (同率),

女性では3位「治憲費J、 4位貼くことは生き|・tllとなつてし1乱
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相談支援センターで相談

「働<こと」に関する相談や話の内容
轟 鋼 N→ lD
ヨ■口i劇躙置  (N口 10"

― 榊 麟 世

“

=Oal

言:
に着

:棄

がん

"薇
燿お腱点輌

“

ll饉薫llセンター31N'0な 人■ヤンサ‐リポンズ υ99年 :0～ 11月
睛
・・ "傾・・・

吟量羹巾サ,3分野

"・
■■・口■・■■●彙 fメんの沿颯

“

RO日立J



小児がんにより起こる生活問題

遊び・学び不足
病気説明

定期受診・治療
他科受診時の説明

晩期合併症

復園・復学

勉強の遅れ

体力低下

周囲への説明

進学の選択肢

結婚・出産

職業の選択肢

採用面接での説明

職場への説明

相手への説明

周囲への説明

子への説明

家族との関係
健康管理

経済的自立

2011.0804国会がん患者と家族の会資料



小児がん診療体制の今後の在リ について(再改訂案)

患者 患者/家族団体

情報提供

①
　
②
③
　
④
⑤
⑥
⑦

０

０

０

０

新規治療法情報

副作用情報
晩期合併症対策
二次がん対策

地域連携

ネメ 7-ク

申央

評価・指
謁
。

第二者機関
(小児がん専
門委員会)

価/指きo

み 夕
『

小児がん拠点病院 (仮称)
専門医療の提供体制 (1ヽ児がんと思春期がんを扱う各診療科

「

十分な症例数、治療施設、臨床試験、再発・難治がん対応等)

長期フォローアップ体制 (フォローアツプ外来)

看護・療養体制 (医療保育士、MSW等の配置、終末期医療を含む
小児専門の緩和ケアチーム等)

情報提供・支援
モニター・

小児がん情報センター

0生活支援 (就職、家族など)
。各拠点の現況調査と公開

学会

データ収集、集計、公開

″ 層―アツプ
*糧庁曽撃“
fリ

●稀少がん・小児がんデータの集約
●診療体制への助言
●中央診断体制(病理、放射線)
0登録と疫学研究(コホート研究)

0施策提案

*:初期診療においては必ず小児がん拠点病院で正しい診断を行い、その治療方針に基づき地域医療機関では対応可能な治療を提供し、フォローアツプにおいては、拠点病院と

地域医療機関が連携しガイドラインのもとに地域で可能な診療を提供する。ただし、診療情報やフォローアップデータは全て拠点病院に報告し、小児がん情報センターに集積する。

意見



11.8.4国 会がん患者と家族の会資

第 3回小児がん専門委員会資料        2011年 6月 8日

NHKク ローズアップ現代「小児がん 新たなリスク」について

患者家族への治療当初から退院後にいたるトータルな支援の必要性とその対策の参考として

NHKク ローズアップ現代「小児がん 新たなリスク」最後の 12分間内容要約および、番組に関
する小児がん患者家族の感想を提出します。

2011年 1月 31日 NHK総合テレビ 19:30～放映クローズアップ現代「小児がん 新たなリスク」
では小児がんの患者の命を救うための治療による晩期合併症が引き起こす問題点が挙げられた。1/t

期合併症に苦しみ 23歳で命を絶った経験者のケースが紹介され、治療後も長い人生の中重荷 (晩

期合併症、自立困難など)を背負つて生きていく患者・家族の実態が明らかにされた。この実態を

受け、スタジオにて国谷キャスターと垣添前がん対策推進協議会会長により、いかにしてこの問題

を改善できるかが話 し合われた。また小児がんの患者家族のケアに先んじている英国の実例が挙げ

られた。

クローズアップ現代 (最後の 12分間)要約
～足 りなかつた治療後のケア～

垣添がん対策推進協議会前会長 :小児がんが治った方が 10万人ぐらいいるとい うその経験から、

晩期合併症 ということが最近はっきり分かつてきた。医療従事者からきちんとあの両親に対してあ

るいは本人に対してそういう事実、そ ういうことが起こりうるとい うことが伝えられているとい う

こと情報提供 というのはまず第一に考えなくてはいけないことだろう。

～遅れるガヽ児がん対策・求められる集約化～

国谷キャスター :患者一人一人を長期的に体も心も見守る体制というのはできているのか ?

垣添がん対策推進協議会前会長 :従来の我が国のがん対策は、数の多いがんを対象にして、全国ど

こでも一定 レベル以上のがん診療が受けられるような体制を整備するとい う形 (均てん化)で進め

られてきた。必ずしも数の多くない小児がんに代表されるようながんに関してはその網の日から若

干こばれた感がある。こうした必ず しも数の多くないがんに対 しては、集約化―専門的な対応をす

るとい うことが大事。

国谷キャスター :命を救 うために必要な治療を行わなければいけない、しかしその子どもが小さい

成長期だけに気をつけて合併症のことも考えなければいけない。専門性はより必要であるのか ?

垣添がん対策推進協議会前会長 :き わめて高い専門性は必要。現在全国で 200病院位にわかれて

治療を受けている、1年間に 1例 とか 2例 とい うような病院もある。こうい う疾患だからこそ専門

病院に集約 してそこできちつと治療 し、長期にわたつて経過を観察するとい うことが大事。

経験が豊かであれば非常に微妙なさじカロ減が出来る。あるいは危険を事前に回避するということも

可能。沢山経験 している病院できちんと治療するということが大事。

国谷キャスター :そ ういつた集約化が立ち遅れているのが現状であると。

垣添がん対策推進協議会前会長 :はい。

国谷キャスター :こ の晩期合併症につきまして国も課題を認識をし始めているが、一方一足先に対

策が取られているのがイギリスで、イギリスではすでにひとりひとりの小児がんの経験者を長期に

フォローアップし、患者にあつた長期的なケアを行つている。
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～動き出した小児がん対策～ 小児がん専門委員会 2011年 2月 11日
立ち遅れた小児がん医療にどう取り組むのか、今月国ははじめてこの問題を話し合う専門委員会を

開き、医師や患者家族からは晩期合併症を長期的にケアする体制を早急に作るべきだという意見が

相次いだ。

小児科医 堀部敬三委員 :小児がんというのはひとくくりでなく、乳幼児、学童、それから思春期、
若年成人と言つたその年齢層にあつた対策を講じる必要がある。

患者家族の会代表 馬上祐子委員 :心理的支援、経済的な支援は非常に急務だ。

(イ ギリスの小児がん長期フォローアップ)

～子どもを見守る長期フォロー～

日本の小児がんの専門家が注目しているのがイギリスで、10年以上前から1/t期合併症への対策が

とられてきた。小児がん治療の拠点「バーミンガム小児病院」では、イギリス中部の小児がんの子

どもたちはすべてこの病院で専門の医療チームの治療を受けている。治療が終わるとす ぐに定期的

な検診を行 う長期フォローアップが始まり、医師は家族に、これまでの治療と晩期合併症のリスク

を詳 しく説明する。

イギリスで長期フォローアップが可能なのは、がんの登録制度があるからで、こどもはもちろん、

がん治療を行つた患者 1370万人ものデータが蓄積 されている。データを分析することで、晩期合

併症のリスクを予測 し、それぞれの患者にあった長期的なケアが行われている。

小児科がん政策担当ジェーン・マー医師 :晩期合併症は、こどもの問題から大人の患者が増えるに

つれ社会の問題になつてくる。小児がんの治療は彼 らの未来の可能性を開くものであり、彼 らが社

会に貢献 しながら、自分らしく生きられるよう国が支えていくべきである。

バーミンガム小児病院には晩期合併症専門の外来があり、治療を終えた患者に対し毎年必ず検査を

行い、長期にわたってフォローを続け、小児がん経験者の自立を後押 ししている。あるイギリスの

経験者は幼いころに自血病の治療を受けたため、低身長に加えて、17歳のときに脳腫瘍を発症し
た。放射線治療が原因の晩期合併症であったが、腫瘍は定期的な検診により早期に発見、さらに専

門医のア ドバイスを受けることで学校に通いながら治療を行つた。この経験者は看護学校を卒業、

今月から夢だった看護師として小児病院で働き始めている。自らを小児がんの晩期合併症 とうまく

付き合っており、自分の人生を生き、幸せだと感 じている。

～求められる小児がん対策～

国谷キャスター :晩期合併症と付き合いながら希望を持って自分は幸せだと言い切れるそんなこと

があた りまえになってほしい。子 どもを育てていく、子どもを守っていく視点が大切か ?

垣添がん対策推進協議会前会長 :子 どもは国の将来を担 う大切な存在である。わが国でも少子化、

虐待 といろんな問題があるが、小児がんもその子どもの将来を担 う上で、非常に重要な課題である

と思 う。

国谷キャスター :小児がんは、がんの発症のいわばメカニズムの解明にもつながると。

垣添がん対策推進協議会前会長 :がんの原因を解明するいわば発がんの視点から見ても非常に大事

な病気であり、きちんと治療すればかなり良く治る。将来どうい うことが起きるかとい うことが本
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人に対 しても、あるいは両親に対してもきちんと医療従事者から知らされているということがそれ

に対 して事前に対応 していくということで非常に大事なことになるだろう。

国谷キャスター :イ ギリスの取り組みを見ていると、すべてのがん患者が登録され、長期的なフォ

ローアップが行われ、しかも晩期合併症外来という窓口まで、専門外来まで設けられていると、こ

うなってくるとがん登録というところが最初の大きなステップではないかと思 うが。

10年先、20年先に起こりうる合併症。日本でもこの登録 ということはきちつとできているか ?

～がん登録の必要性～

垣添がん対策推進協議会前会長 :小児がんも含めて、成人のがんに関しても必ずしも満足すべき状

況にない。がん登録は、今のがんの実態を正確に把握するということ、あるいは将来を予測すると

いうことであり、結局は行政にとつても医療従事者にとつても、何よりも患者さん、家族、あるい

は広 く国民にとつても非常に大きな情報を提供することになる。がん登録 というのは極めて重要な

作業である。

国谷キャスター :どんなことが壁なのか ?

垣添がん対策推進協議会前会長 :個人情報保護法とい うのがあつて、それの理解が十分いつていな

いとい うことがある。わが国では「がん登録法」といつた法律に根ざして、がんの患者さんのすべ

ての情報、個人情報は秘匿して国が情報をまとめるという作業が必要だと考えている。

～求められる小児がん対策～

国谷キャスター :がん対策を話し合 う協議会の会長としてこの小児がんに対する対策これから何を

始めていくのか ?

垣添がん対策推進協議会前会長 :これまでがん対策推進協議会はがん対策基本計画を作つて約 5年

たつた。平成 24年度から後半の 5年に入 り、この前半の約 5年のいろんな問題点を今協議会の中
で検討 している。小児がん、基礎研究、緩和医療に関して専門委員会で検討している。特に小児が

んで検討、専門委員会から出てきた結論をできるだけ後半の基本計画の中に生かして、必ずしも数

の多くないがんに対 してもきちんと対策ができるような体制に持っていきたいとい うふうに考え

ている。

国谷キャスター :ガ 児ヽがんの病院の集約化やそしてそのフォローアップ体制と、こういつたことが

含まれていくのか ?

垣添がん対策推進協議会前会長 :大人のがんの均てん化に対して小児がんを含めた数の少ないがん

の集約化 ということと、それからがん登録、あるいは患者さんの精神的なケアを含めたあるいは治

らない場合の緩和医療、それから家族の支援、そういうこともとても大事だと思つている。

国谷キャスター :いずれにしましても先ほどの将人さんのケースをみますと社会の理解というのも

非常に大事であると。

垣添がん対策推進協議会前会長 :全く同感。がんはどなたの身にも起こるわけで、子どものことも

含めて社会の理解を得るとい うことが結局小児がんの問題をきちんと進めていくポイン トになる

と思 う。

以上
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患者会提出資料①

平成 23年 8月 4日

天野慎介

(厚生労働省がん対策推進協議会委員)

(NPO法人グループ・ネクサス理事長)

桜丼なおみ

(NPO法人HOPEプロジェクト理事長)

がん患者・経験者の経済支援と就労支援に関する意見書

平成 19年に策定された国のがん対策推進基本計画では、「がんによる死亡者の減少」「全てのがん患
者・家族の苦痛の軽減と療養生活の質の向上」が掲げられ、がん患者の「身体的な痛み」「精神的な痛み」

の軽減には、一定の取り組みが行われてきました。しかし、がん患者の「社会的な痛み」の軽減、すな

わち経済支援と就労支援に関しては記載がな<、 取り残された領域であつたのが実情です。

経済支援に関しては、特に長期にわたって継続して治療を受けるがん患者の負担が大き<、 治療費を

支払うことが出来ない、生活設計が成り立たないなどの理由から、治療を中断 。中止せざるを得ない患

者もおり、「金の切れ目が命の切れ目」という状況にあります。

就労支援に関しては、がんを理由として退問・転職・収入の減少を余儀な<されるがん患者 。経験者

および家族がおり、特に自分の収入のみを治療費として充てているがん患者にとっては、「仕事の切れ目

が命の切れ目」という状況にあります。

具体的には、多<のがん患者が就労の希望を継続していたにもかかわらず、がん患者・経験者の 3人
に 1人が依願退職、7割が年収 4割の減少、1割が経済的理由による治療の変更または中止をせざるを

得ない状況にあるとの実態が明らかになつています 【添付資料 1・ 添付資料 2参照】。

東日本大震災による国内の経済・就労環境の変化に伴い、がん患者を含む社会的33者は健康な働き手

と比べて、今後より厳しい選択を迫られることは必至であり、これは海外での事例からも検証されてい

ます 【添付資料 3参照】.就労人□と税収の減少が見込まれる中、働きながら治療を続けられる環境づ<
りが求められていますが、日本の雇用戦略に疾病の概念はないのが実情です 【添付資料 4参照】。
国民の 2人に 1人が罹患するとされる国民病である、がん患者・経験者および家族の経済支援 。就労
支援に関して、以下の支援策の実現にご支援とご助力を賜りた<、 意見を提出いたします。

言己

長期にわたって継続して治療を受けるがん患者について、高額療姜費制度における負担上限

額を所得に応じて軽減するなど、経済支援に関わる施策の実施

がん患者 0経験者が、治療中や治療後も働き続けられる環境、また、がんの家族が患者の介

護をしながら働き続けられる環境を実現するための、就労支援に関わる以下の施策の実施

● がん患者・経験者および家族に対する不当雇用、就職差別、復職時の降格などを禁止し、
権利を擁護するための「働く権利擁護制度」の確立

● がん患者・経験者および家族が、治療や介護を続けながら働き続けられるよう、有給休
暇とは別の時間単位による「がん治療休暇制度」や、企業の就業規則における「含理的

配慮」の確立

● 就労困難ながん患者に対する「障害者手帳の交付条件の緩和 0障害者雇用枠の拡大」や、
再発がん患者に対する「傷病手当金支給要件の緩和」

2.
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厚生労働省がん対策推進協議会」ヽ児がん専Pヨ委員会委員

天野慎介 (NPO法人グループ 。ネクサス理事長)
」ヽ俣智子 (」 児ヽがんネットワーク MNプロジェク ト代表)
馬上祐子 (」 児ヽ脳腫瘍の会副代表)

小児がん対策の推進に関する意見書

平成 19年に策定された国のがん対策推進基本計画では、「がんによる死亡者の減少」「全てのが
ん患者 0家族の苦痛の軽減と療養生活の質の向上」が掲げられ、「成人のがん」には一定の取り組

みが行われてきました。しかし、長らく子どもの病死原因の第 1位であった「Jヽ児がん」に関し
ては対策の記載力ヽまとんどな<、 がん対策の中で取り残された領i或であつたのが実情です。

平成 24年より施行予定である、国の次期がん対策推進基本計画に向けて、本年 1月より国の
がん対策推進協議会に」ヽ児がん専門委員会が設置され、ようや<小児がん対策の推進に向けた検討
がスタートしました。委員会では「小児がんの診療体制」「患児。家族の支援 。長期フォローアッ

プ」「難治がん 。」ヽ児がん研究・教育 。医療者の研修」「小児がん登録」などが議論されています。

小児がんの治療成績は徐展に向上し、長期に生存できる経験者は増え、全国に約 10万人いると
いわれています。しかし、希少疾患であるために患者が散在し、施設間格差や地域FB5格差のために

適切な治療を受けられず、「救えるはずの命が救われていない」状況があります。また、」ヽ児がん

に対しては強力な治療が施行されるため、治療の後遺症や晩期合併症に苦しみながら、麟要な支援

も受けられず、自立した人生を歩めずに途方に暮れている小児がん経験者と家族が多<います。
子どもたちはこの国の未来を担う宝です。この国が子どもの命と1晋来を守る国であり続けるため

に、」ヽ児がん対策が積極的に推進されるよう、議員の皆さまのお力添えをお願い申し上げます。

言己

Jヽ児がん憲者 。家族が、最善の治療とサポートを受けられるよう、各地の患者を集約して診療

する「小児がん拠点病院」と、患者倶」が最新の情報を得られる「小児がん情報センター」を、

それぞれ設置すること。

後遺症や晩期合併症 (2次がん、内臓障害、運動障害、聴覚視覚障害、矢目的障害、性腺障害な

ど)を抱えて、就学や就労が困難になるJヽ児がん経験者を社会全体で支援するための「長期に

わたる患者・家族の支援体制」を構築すること。

小児がんの治療成績を向上させるために、難治性の」ヽ児がんを集約して研究する「」ヽ児がん臨

床試験体制」を構築し、小児がんの専門医や専門職種 (ソーシャルワーカー、チャイル ドライ

フスペシャリス トなど)を育成すること。
」ヽ児がんや」ヽ児難病に関する理解を促進するため、学校教育においてがんや難病に関する教育

を充実させること。

小児がんの発生頻度や治療内容などのデータを蓄積し、経験者を長期にわたってフォローする

「 Jヽ児がん登録」を推進するための法制度を整備すること。

3.

4.

5.

以上
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片木美穂

(厚生科学審議会医薬品等制度改正検討部会委員)

(卵巣がん体験者の会スマイリー 代表)

ドラッグ・ラグの解消と副作用被害救済に関する意見書

平成18年6月に「がん対策基本法」が成立した背景には、海外における標準治療薬が日本では

未承認、または適応外であるために使用できない、いわゆる「 ドラッグ・ラグ」の解消を求める多

くのがん患者の声がありました。しかし、基本法成立から5年を経過したつなお、残念ながらドラ

ッグ・ラグのFo3題に直面し、海外における標準治療薬を速やかに使用出来ない患者が少なくないの

が現状です。

現在、厚生労働省の複数の審議会や検言寸会議において、ドラッグ・ラグの解消に向けた検討が行

われています。平成19年6月に策定された国のがん対策推進基本計画においても、 ドラッグ・ラ
グの解消に向けた数値目標が定められているにもかかわらず、がん対策推進協議会ではドラッグ・

ラグの解消に向けた具体的な話し合いが行われていないなど、審議会や検討会議同上の連携が不十

分と考えられます。そこで ドラッグ・ラグ解消を求める患者として下記の対策を求めます。

口 がん対策推進協議会において、未承認薬や適応外薬のドラッグ・ラグの解消に向けた進捗状

況を適宜把握するとともに、 ドラッグ・ラグの解消に向けた提案を必要に応じて行うこと。
・ がん対策推進基本計画において、未承認薬のみならず、適応外薬に関わるドラッグ・ラグに

ついての状況を明らかにするとともに、その数値目標を定めること。

・ 未承認薬に関しては、企業による治験や国際共同臨床試験などが円滑に進むための体制整備

を進めるとともに、研究者主導で行う臨床試験においては、lCH―GCPに基づ<臨床試験が
行われること。
口 適応外薬に関しては、内外の知見に基づいて適応症以外の有用性が明らかになつた際に、速

やかな承認に必要な施策を行うとともに、抗がん剤のみならず支持療法薬に関する検討も行

うこと。

・ 既承認薬での治療が難し<、 代替となる治療がない患者に対して、海外での標準治療薬への

早期アクセスの保証と人道的な観点から、コンパッショネート・ユース制度の導入を行うこ

と。

・ 先進治療に関しては、どこでどのような治療が受けられるかを、患者や医療者に十分認知さ

れていない現状から、積極的な情報提供が行われること。

また、厚生労働省の「抗がん剤等による健康被害の救済に関する検討会」において抗がん剤の副

作用被害救済制度について話し合われていますが、抗がん剤は支持療法や放射線療法と併用するこ

とが多いことを考慮し、また救済を行つた後も患者さんなどには訴訟を行う権利があるため、その

後、医薬品を開発した製薬企業や治療にあたった医師が訴訟を起こされることにより、その後の医

薬品開発や、医療が委縮し、患者さんの医薬品アクセスがさらに拡大を招<ことがないよう慎重に

議論されるよう望みます。

以上



患者会提出資料④

平成 23年 8月 4日
国会がん患者と家族の会の皆様

員島 善幸
(厚生労働省がん対策推進協議会委員)

(特定非営利活動法人バンキャンジャバン事務局長)

がん患者と家族の視点に基づ<がん研究の推進に関する意見書

次期がん対策推進基本計画におけるがん研究推進に関しては、がん患者と家族の

視点に基づ<推進が重要と考え以下の意見を提出いたします。

記

1。 有効で安全な医薬品を迅速に患者のもとに提供するための取り組み

・ フェーズ 2・ フェーズ 3の臨床試験が迅速かつ安全に実施されるため
に必要な体制整備と情報/AN開、日本人に多い又は特有のがんに対する

研究の推進など

2. ドラッグ・ラグの解消に向けた取り組み
・ 医療上必要性の高い未承認薬・適応外薬が、国内で早期に患者さんが
使用できるようにするための研究の推進など
0 55年通知に該当するような医薬品が、近年になり知見が積み重なつた
ことで有用性が見つかることもあるため、どのような形で治療薬にア

クセスできるようにするかという提言など

3。 臨床試験における被験者の安全と保護の推進
0 いわゆる「フアースト・イン・ヒューマン」試験を行う施設での救命
救急体制の整備、治験・臨床試験における有害事象発生時の対応モデ

ルの策定など

・ ゲノム情報に関する事項の取り扱いについては被験者ならびにその関
係者が1晋来にわたって不利益を被らないよう配慮すること

4。 患者・国民に対するがん研究の理解促進

・ 研究の内容について、患者の求めるニーズを把握したうえで情報提供
を行うとともに、国民が広<関心をもつよう、わかりやすい情報提供
を行うこと

5.がん研究に投入された公的資金について、その使途と評価を透明化すること
0 がん研究への/AN的資金の増額を図るとともに、その使途と評価を透明
イヒすることで、広<理解を求め、研究費のより効果的な資源配分を図
ること

なお、がん対策推進協議会がん研究専門委員会での議論については、憲者及び国

民の視点が不足しているとみられる面もあると考えられるため、患者及び国民の視

点を反映させるために、がん研究専門委員会を含む公的委員会等への今後の憲者参

画について、検討をしていただきますよう、お願い申し上げます。

以上



患者会提出資料⑤

国会がん患者と家族の会の
L.L様

平成 23年 8月 4日

松本陽子

(厚生労働省がん対策推進協議会委員)

(NPO法人愛媛がんサポー トおれんじの会理事長)

「がん患者を含めた国民が、がんを知り、がんと向き合う社会 1実現に関する煮見書

がん対策推進基本計画では「『がん憲者を含めた国民が、がんを矢□り、がんと向き合い、がん

に負けることのない社会』の実現」と明記されています。

しか し現状では、患者・家族が必要とする情報や支援に辿り着くのが難しく、また、一般国民

への啓発、特に教育現場での取り組みも十分に行われているとは言えません。

国民の 2人に 1人が病気と向き合い、年間に 34万人ものいのちが失われる「がん」につい
て正しい情報を提供することにより、早期発見、納得して治療法など (子宮頸がんワクチン接種

を含む)を選択すること、さらに憲者 。家族への差別や偏見を解消することにもつながることが

期待されます。

情報提供、学校教育に関して、以下の対策へのよりいつそうの取り組みをお願いいたします。

言己

がん患者・家族が、必要とする情報や相談に容易にかつ確実にアクセスできるようにするた

め、拠点病院の相談支援センターに関して、拠点病院機能強化事業の適切な執行が行われ、

充実が図られること。

包括的な患者 。家族支援を行うために地域総括相談支援センター事業を継続すること。

教育現場での、がんに特化した教育に積極的に取り組むこと。

情報提供、教育ともに、憲者 0家族の経験に基づ<意見を活用し連携を図ること。

背景

患者・家族への情報提供について

患者・家族へのl情報提供と支援を目指し、全国のがん診療連携拠点病院に「相談 0支援センタ

ー」が設置されていますが、その利用率は低調です。昨年度愛媛県で実施した「がん憲者満足度

調査」では、入院患者のうち「存在を知っている」は54%で すが、「利用したことがある」は
8%に過ぎません。
その理由として「どういう相談に乗つてもらえるのかわからない」「忙しそうで遠慮してしま

う」などの声が聞かれます。

学校教育について (第 22回がん対策推進協議会に文部科学省より提出の資料から)
がんに関しては、指導要領の中では「生活習慣病の予防」「健康の保持増進」などの一部に含

まれるのみで、高校生用啓発教材の中で2ページで紹介されるに留まつています。

２

３

４

以上


